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はじめに
「質の伴わない量の拡大は空虚な勝利である」（１）という言葉に代表されるように，教育の質的充実な
くしては子どもの習熟は促されず，たとえすべての子どもが就学しようとも，彼らに対して十分な学
力の習得を保証することはできない。教育の質に関する議論は「万人のための教育」（Education for 
All: EFA）（以下，EFA）の理念の浸透とともに活発となり，2000年に開催された世界教育フォーラ
ム（The World Education Forum）において設定された『ダカール行動のための枠組み』（The Dakar 
Framework for Action）では，2015年までの初等教育の完全普及（Universal Primary Education: UPE）
（以下，UPE）という教育の量的拡大目標に向け，教育の質的充実が重要であることが強調されて
いる。
教育の質に関して大きく特集を組んだユネスコの年次報告書（EFA Global Monitoring Report 2005: 
Education for All the Quality Imperative）によると，教育の質を把握するためには，「学習者の特
性」（Learner Characteristics），「教育への投入」（Enabling Inputs），「教授と学習」（Teaching and 
Learning），「成果」（Outcomes），そして「背景」（Context）という様々な構成要因を総合的に分析
する必要がある（２）。本稿では「教育への投入」としての人材である教員及び「教授と学習」に直接関
わる教授法という点に焦点をあて，初等教員養成カリキュラムの内容を把握することによって，UPE
達成を目指しているカンボジアの教育の質的充実を考える。
カンボジアの教員及び教員養成を取り扱った先行研究には，ナット（Bunroeun, Nath）による
2000年の時点での教員養成制度の現状をまとめたもの（３），コロク（Vichet Ratha, Khlok）による教員
養成制度の歴史（1953年のフランスからの完全独立以降）及びその改革動向（1979年以降の教員養
成制度の再構築）を扱った研究（４）等が挙げられる。また，コロクが 2000年に実施したプノンペンの
学校に勤務する教員に対するアンケート調査（５）は，学歴（就学期間・教員養成期間）の異なる多様な
教員の存在を確認することができる点で有用である。しかしながら，先行研究においてカンボジアの
教員及び教員養成の特質や課題を，教員養成カリキュラムを分析材料として明らかにする研究は行わ
れてこなかった。
本稿の構成は以下の通りである。まず第 1節において現在のカンボジアの教育状況と初等教員養成
制度を概観し，第 2節で 2005年に発表された新・初等教育カリキュラムを把握する。そして第 3節で，
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2006年に発表された新・初等教員養成カリキュラムの内容を批判的に考察し，カンボジアにおける
初等教員養成の課題を明らかにする。
１．教育状況と初等教員養成制度
教育・青年・スポーツ省（Ministry of Education, Youth and Sport: MoEYS, ）
（以下，教育省）が発行する統計資料によると，2008/2009年の初等教育総就学率は 120.2％，純就
学率は 94.4％と高い数値を見せている（６）。また，2007/2008年の初等教育進級率は 81.1％，留年率は
10.1％，中退率は 8.8％であり，以前に比べると改善された数値になってきている。ただし，最終学
年である第 6学年までの残存率は 59.3％であり，最終学年まで進級する（進級できる）生徒は依然と
して多くない（７）。
2001年に政府が定めた『カンボジアミレニアム開発目標』（Cambodia Millennium Development 
Goals: CMDGs）には，9つの達成目標のひとつに「普遍的基礎教育（9年）の達成」が採用され，「す
べての子どもが，2010年までに初等教育の全課程を修了できるようにし，2015年までに 9年間の基
礎教育を修了できるようにする」（８）ことが掲げられた。現在，目標年限に達する 2010年までの UPE
達成の可否に注目が集まっているが，第 6学年までの残存率を見るに，その達成は不可能であると言
えよう。
カンボジアには現在，就学前教員を養成する幼稚園教員養成校（Pre-School Teacher Training 
College: PSTTC, ）1校，初等教員を養成する州教員養成校 18
校，前期中等教員を養成する地域教員養成校（Regional Teacher Training College: RTTC, 
）6校，後期中等教員を養成する国立教育大学（National Institute of Education: NIE, 
）1校があり，全 26校において教育段階別に教員養成が行われている。初等教員を
養成する州教員養成校はポル・ポト（Pol Pot）政権崩壊後の 1980年に 12校が，1981年に 6校が
開設され現在に至っており，全国 24の行政区（９）のうち 18の主要行政区に 1校ずつ存在する。プ
ノンペン（Phnom Penh）都及びシハヌークヴィル（Sihanoukville）州に設置されている州教員養
成校は，旧行政区分に従って「特別市教員養成校」（Municipal Teacher Training College: MTTC, 
）（10）と呼ばれているが，今後名称の変更がなされる可能性が高い。
州教員養成校の入学資格は後期中等教育修了であるが，遠隔部（11）においては後期中等教育への
就学自体が困難なため，入学資格を緩和し，前期中等教育修了のみの者にも入学を認めている。
2007/2008年には 4,275人（1校あたり 118～ 494人），2008/2009年には 4,300人（1校あたり 110
～ 530人）が在籍している（12）。修業年限は 2年であり，学生には毎月生活費が支給される。州教員
養成校の入学定員は毎年各州の教育局と教育省によって定められ，入学試験に合格した学生は修了後
には出身州の教員になることが入学時点から決められている。配属先の小学校は各州の教育局によっ
て決定されるが，成績の良い学生は事前に配属先の希望を出すことができる（13）。
初等教員養成に携わる教官は，2007/2008年の時点で 604人（1校あたり 16～ 64人）であり，そ
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のうち実際に教壇に立って授業を行う教官は約 53.8％の 325人（1校あたり 9～ 30人）である（14）。
州教員養成校の教官には，国立教育大学の前身である教育省政治学校（1979年～），及び王立プノ
ンペン大学（Royal University of Phnom Penh: RUPP）の 1学部として位置づけられていた教育大学
（Faculty of Pedagogy: FOP）（1993年～）出身の者が多いが，他大学出身者や現職教員から教官になっ
た者も存在する。現在は，国立教育大学を優秀な成績で卒業した者が州教員養成校に教官として赴任
するのが一般的である。
２．新・初等教育カリキュラム
教育省学校教育局教授学研究課（Pedagogical Research Department: PRD,  
）は，2004年に『カリキュラム開発のための政策 2005–2009』（  
）を策定し学校教育カリキュラムの全面的な改定を行った。新カリキュ
ラムにおける初等教育の必修科目は，クメール語（Khmer Language, ），算数（Mathematics, 
），理科（Science, もしくは ），社会（Social Studies, ）（15），保
健体育（Physical and Health Education, もしくは ）の 5科目である。そ
れ以外の科目はひとつにまとめられ，各学校が保護者及び地域社会，NGO等と共働して実施す
る「地域生活技能プログラム」（Local Life Skill Program: LLSP, ）（以下，
LLSP）という選択科目が新設された。LLSPでは，農業，畜産業，農具の製作や裁縫，家計，コン
ピューターの利用方法といった職業技術や生活に関わる知識や機能を学ぶ（16）。また，健康教育や環
境教育も LLSPの守備範囲である。第 5学年と第 6学年では，LLSPの枠組みの中で外国語（Foreign 
Language, ）（英語もしくはフランス語）の授業も行われる。
新カリキュラムは表 1の通りである。初等教育は年間 38週で，2～ 5時間／週を選択科目である
LLSPに充て，必修科目は 5時間／日（25時間／週）で授業を行うことが定められている（17）。
新カリキュラムの説明では「ライフスキル」という用語が多用され，強調されている。「ライフス
表 1　新・初等教育カリキュラム （単位：時間）
第 1学年 第 2学年 第 3学年 第 4学年 第 5学年 第 6学年 合計 ％
クメール語 13 13 13 10 8 8 65  36.0％
算数  7  7  7  6 6 6 39  21.7％
理科
 3  3  3
 3 4 4
34  18.9％
社会  4 5 5
保健体育  2  2  2  2 2 2 12   6.7％
LLSP 2–5 2–5 2–5 2–5 2–5 2–5 12–30  16.7％
合計 27–30 27–30 27–30 27–30 27–30 27–30 162–180 100.0％
出典）  （2004）  Phnom 
Penh: MoEYSをもとに筆者作成。注）％は LLSPが 5時間／週の場合。
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キル」は『ダカール行動のための枠組み』で用いられたことに端を発し，開発途上国の教育開発にお
けるキーワードのひとつになりつつある。カンボジアにおいても，2003年に『万人のための教育国
家計画 2003–2015』（Education for All National Plan 2003–2015）が策定されたあたりから教育省の政
策文書内で多用されはじめ，2006年には教育省学校教育局教授学研究課によって『ライフスキル教
育のための政策』（ ）が策定されている。その中で，「ライフスキル」は「学
識ある意思決定や効果的コミュニケーションを可能にする知的・個人的・相互的・職業的技術，及び
健康で生産的な生活に貢献する処理能力・自己管理能力」（18）と定義されており，学校教育においてす
べての科目の中で指導されることが期待されている。
３．新・初等教員養成カリキュラム
新カリキュラムへの対応に向けて，教員研修の整備と同時に，教員養成カリキュラムも新たなも
のを策定する必要が生じた（19）。結果，2006年に教育省学校教育局教員養成課（Teacher Training 
Department: TTD, ）によって新・初等教員養成カリキュラム『教員養
成プログラム基礎レベル―初等教育における教授（12＋ 2）―』（ 
12＋ 2”）が策定された。同カリキュラムは基本的には後期中等教育修了後に州
教員養成校に入学した学生（「12＋ 2」）を対象にしたものであるが，前期中等教育修了後に州教員養
成校へと入学した遠隔部の学生（「9＋ 2」）に対しても用いられる。ただし，その際はカリキュラム
のいくつかのポイントを省略して教授がなされる（20）。
新・初等教員養成カリキュラムにおいては，年間 44週の中からオリエンテーション及び試験準備
期間，休業期間を除いた年間 36週の中で授業及び実習を実施することが定められている（21）。2年間
で合計 2,584時間の授業及び実習が組まれており，それらは以下の 4つに分けられる。
3.1　専門知識トレーニング
1つ目は専門知識トレーニング（ ）であり，教職の意義や教育の基礎理論に
関するものである。479時間（全体の 18.6％）が充てられており，授業科目は心理学（ ），教育
学（ ），教育行政（ ），教員としてのモラル（ ），一般知識（ ），
及び図書館学（ ）である（表 2参照）。
特徴的なものとして，教育学の科目のひとつである「子どもにやさしい学校プログラム」（
）が挙げられる。「子どもにやさしい学校」（Child Friendly School: CFS, ）
とはユニセフが推進する EFA達成に向けた取り組みのひとつあり，すべての子どもは教育を受ける
権利を持つとの考えに基づき，その権利を享受していない子どもに対して，積極的に教育機会を提供
する努力を行う学校のことである。同時に，健康や栄養等，子どもの生活全体における福利に関心を
払い，そのために必要な環境を整え，質，平等性，自立性を重んじながら子ども中心の学校運営と
地域と連携した学校作りを行うことができる学校を指す（22）。教育省は現在，スウェーデン国際開発
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協力庁（Swedish International Development Cooperation Agency: Sida），セーブ・ザ・チルドレン・
ノルウェー（Save the Children Norway），KAPE（Kampuchean Action for Primary Education）等の
協力のもと，2010年までに少なくとも 70％の小学校を「子どもにやさしい学校」にするという目標
を立てている（23）。ただし，何がどの程度達成されたら「子どもにやさしい学校」と認定されるのか，
明確には指し示されていない。
また，同じく教育学の科目のひとつ「幼稚園入園前の子どもの教育プログラム」（School Readiness 
Program: SRP, ）は，学習条件のレディネスに関するものである。
これら 2つの新しい概念は，2005年に策定された 5ヵ年の国家教育計画『教育戦略計画 2006–2010』
（Education Strategic Plan 2006–2010）及びその具体的な行動計画『教育セクター支援プログラム
2006–2010』（Education Sector Support Program 2006–2010）において，教員養成カリキュラムに組み
込まれるように促されたものである。
表 2　専門知識トレーニング時間数 （単位：時間）
科　目
第 1学年 第 2学年
合計
前期 後期 前期 後期
心理学 2× 15＝ 30 2× 15＝ 30 2× 15＝ 30 90
教育学
教職概論 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 45
子どもにやさしい学校 1× 15＝ 15 1× 8＝ 8 1× 15＝ 15 1× 13＝ 13 51
緊急事態への対処 1× 13＝ 13 13
幼稚園入園前の子どもの教育 1× 7＝ 7 7
複式学級教授法 2× 13＝ 26 26
教育行政 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 1× 13＝ 13 58
教員としてのモラル 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 30
一般知識
文化 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 45
人権 1× 13＝ 13 13
環境 1× 15＝ 15 1× 13＝ 13 28
ジェンダー 1× 15＝ 15 15
図書館学 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 1× 13＝ 13 58
合　計 8× 15＝ 120 9× 15＝ 135 8× 15＝ 120 8× 13＝ 104 479
出典）  （2006） 
           12＋ 2”  Phnom Penh: MoEYS.
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3.2　基礎知識トレーニング
2つ目は基礎知識トレーニング（ ）で，学生が州教員養成校入学前に受
けてきた学校教育を補完するものである。453時間（全体の 17.5％）が充てられており，授業科目は
クメール語，算数，外国語，ICT（ ）である（表 3参照）。
外国語には英語とフランス語のカリキュラムが存在するが，実際に実施されている授業はほとんど
が英語である。ICTは第 11学年及び第 12学年において選択科目として履修することができるとされ
ているものの，パソコンが全国の高等学校に行き渡っておらず，実際に高等学校在学時に学んだ者は
多くない。州教員養成校における ICT教育の実施も，『教育戦略計画 2006–2010』及び『教育セクター
支援プログラム 2006–2010』において示唆されたものである。
3.3　初等教育知識・教授法トレーニング
3つ目は初等教育知識・教授法トレーニング（ ）で，
教科及び教授法に関する科目である。1,136時間（全体の 43.9％）が充てられており，授業科目はク
メール語科教授法（ ），算数科教授法（ ），理科教
授法（ ），社会科教授法（ ），保健体育科教
授法（ ），技術科（ ），家庭科（ ）である（表 4参照）。他に
比べ社会科教授法は細分されており，授業時間数も多い。技術科及び家庭科は，LLSPで扱われる内
容の知識や技能を学ぶためのものである。
3.4　教育実習，卒業研究
最後は教育実習（ ）及び卒業研究（ ）である。教育実習には 504時間
（全体の 19.5％）が充てられている。表 5の通り第 1学年後期に 6週間（216時間），第 2学年後期に
表 3　基礎知識トレーニング時間数 （単位：時間）
科目
第 1学年 第 2学年
合　計
前期 後期 前期 後期
クメール語 4× 15＝ 60 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 1× 13＝ 13 103
算数 4× 15＝ 60 1× 15＝ 15 2× 15＝ 30 105
外国語 2× 15＝ 30 2× 15＝ 30 2× 15＝ 30 2× 13＝ 26 116
ICT
コンピューター 2× 15＝ 30 2× 15＝ 30 2× 15＝ 30 2× 13＝ 26 116
教育機材 1× 13＝ 13 13
合　計 12× 15＝ 180 6× 15＝ 90 7× 15＝ 105 6× 13＝ 78 453
出典）   （2006）  
12＋ 2”,  Phnom Penh: MoEYS.
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8週間（288時間）が組まれており，それぞれの州教員養成校に敷設されている附属小学校もしくは
一般公立小学校にて実施される。また，卒業研究は第 2学年の前期 4時間，後期 8時間の合計 12時
間（全体の 0.5％）が充てられている。学生はそれぞれテーマを決め自ら調べ，担当教官にレポート
表 4　初等教育知識・教授法トレーニング時間数 （単位：時間）
科　目
第 1学年 第 2学年
合　計
前期 後期 前期 後期
クメール語科教授法 3× 15＝ 45 4× 15＝ 60 5× 15＝ 75 4× 13＝ 52 232
算数科教授法 2× 15＝ 30 5× 15＝ 75 5× 15＝ 75 4× 13＝ 52 232
理科教授法 1× 15＝ 15 2× 15＝ 30 1× 15＝ 15 2× 13＝ 26 86
社会科教授法
歴史教授法 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 1× 13＝ 13 58
地理教授法 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 1× 13＝ 13 58
道徳教授法 2× 15＝ 30 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 1× 13＝ 13 73
公民教授法 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 1× 13＝ 13 43
芸術教授法 1× 15＝ 15 2× 15＝ 30 2× 15＝ 30 2× 13＝ 26 101
保健体育科教授法 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 1× 13＝ 13 58
技術科
農学 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 45
工作 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 45
家庭科
健康・衛生 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 45
料理・栄養 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 1× 15＝ 15 45
HIV/AIDS 1× 15＝ 15 15
合　計 17 × 15＝ 255 22 × 15＝ 330 22 × 15＝ 330 17 × 13＝ 221 1136
出典）  （2006） 
12＋ 2”,  Phnom Penh: MoEYS.
表 5　教育実習，卒業研究時間数 （単位：時間）
科　目
第 1学年 第 2学年
合　計
前期 後期 前期 後期
教育実習 216 288 504
卒業研究 4 8 12
合　計 216 4 296 516
出典）   （2006）  
12＋ 2”,  Phnom Penh: MoEYS. 
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を提出する。2年間の教員養成の修了可否は，修了試験，教育実習，卒業研究によって総合的に判断
される。
初等教育科目の配当授業時間数の割合と，それぞれの初等教育科目に対応した教員養成科目の配当
授業時間数の割合を比較してみると，以下のような特質が浮き彫りになる（初等教育科目の配当授業
時間数の割合は表 1を参照）。すなわち，クメール語（36.0％）に対応した科目はクメール語とクメー
ル語科教授法の合計 335時間（21.1％），算数（21.7％）に対応した科目は算数と算数科教授法の合計
337時間（21.2％），理科・社会（18.9％）に対応した科目は理科教授法と社会科教授法の合計 419時
間（26.4％），保健体育（6.7％）に対応した科目は保健体育科教授法の 58時間（3.6％），LLSP（16.7％）
に対応した科目は外国語，ICT，技術科，家庭科の合計 440時間（27.7％）であり，理科・社会及び
LLSPに対応した科目は多めに時間配分がなされている。理科・社会に対応した科目は主に初等教育
知識・教授法トレーニングの授業時間数の多さに，LLSPに対応した科目は主に基礎知識トレーニン
グの授業時間数の多さによるが，初等教育の目的として読み書き及び計算の基礎の確立が第一に掲げ
られている中（24），クメール語と算数に対応した科目に割く時間数が比較的少ないことが指摘できる。
理科・社会の中でも社会科教授法は歴史教授法，地理教授法，道徳教授法，公民教授法，芸術教授
法の 5つに分けられており，その量は理科教授法を凌駕している。LLSPに対応する科目は，「ライ
フスキル」の概念を最も反映させた新しい取り組みとしての期待が授業時間数の多さに表れているよ
うに受け取れる。ただし，LLSPはその新しさゆえに教授法が定着しておらず，保護者，地域社会，
NGO等との効率的な共働方法も模索の段階にある。
教育学の科目である複式学級教授法（ ）や家庭科の科目であるHIV/AIDS（ ）
の存在は，カンボジアの社会状況をよく表している。ただし，これらの科目の導入の背景には国
際協力機関の強い指導があり，教科書もユニセフ，スウェーデン国際開発庁，イギリス国際開発省
（Department for International Development: DfID）等の全面的な協力によって作成された。1990年代，
カンボジアでは政策決定から実施にいたるまであらゆる面で国際教育協力の影響を強く受けながら教
育開発が行われ，教育省のオーナーシップの不在が問題視されていたが，2000年に入ってもその状
況が継続していることが分かる。
おわりに
本稿では，教育の質的充実という観点からカンボジアの初等教員養成に焦点をあて，2006年に発
表された新・初等教員養成カリキュラムを取り上げた。その結果，新・初等教員養成カリキュラムは
その内容を 4つに大別しそれぞれの科目時間数を細かく規定していることが明らかになった。新・初
等教員養成カリキュラムは，カンボジアに特有の社会状況を考慮しながらも，同時に「子どもにやさ
しい学校」や学習条件のレディネスといった新しい概念を積極的に取り入れている点で評価できる。
しかしながら，不均衡な配当授業時間数，確立されていない LLSPの教授法，国際教育協力の主導力
の強さといった問題点も散見される。
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カンボジアではどのような能力を持った教員が必要とされており，カンボジアの教育開発に向け
て初等教員養成はどのような役割を果たすべきなのであろうか。教育省による教員養成に関する政
策は，『教育戦略計画 2006–2010』や『教育セクター支援プログラム 2006–2010』において掲げられて
いる「継続的な教員開発」（continuous teacher development）の他は，2009年 3月 16日から 18日に
かけて行われた国家教育会議で今後の目標のひとつとして掲げられた「教員養成」（pre-service train-
ing）の項目（「新たに合計 4,800人の就学前教員，初等教員，前期中等教員，後期中等教員を養成す
る」，「2年間の教員養成課程を継続する」，「すべてのレベルの教員養成課程の強化を継続する」等の
5項目（25））程度にとどまっており，大まかなアウトラインを超えるものは提出されていない。2009
年 1月に発表された中間審査レポート（Mid-Term Review Report of the Education Strategic Plan and 
Education Sector Support Program 2006–2010 Implementation）の中にも教員養成の在りかたに関する
明確な記述は見られず，その回答を導き出すことはできない。初等教員養成の推進のためには，カン
ボジアにおける理想の初等教員像，初等教員養成像を明確に提示することが急務であろう。
教員の質には学歴や経験等では捉えられない様々な側面があるが，OECDでは，学習者の学びを
促進させるための効果的な授業を作り出すことができる教員，つまり質の高い教員の特性は，「明瞭
で説得力のある方法で考えを伝達する能力」，「多種多様なタイプの生徒に効果的な学習環境を提供す
る能力」，「教員と生徒の間で生産的関係を育てる能力」，「熱意と創造力を備えていること」，「教員仲
間や生徒の保護者とともに効果的に活動する能力」等と考えられている（26）。こうした能力を備える
教員を養成するための第一歩として，ある程度整備された新・初等教員養成カリキュラムの存在は有
意義であるが，教官の教授力量不足をはじめとした州教員養成校の現状を考慮した場合，その実施は
困難を極めている。カンボジアにおける初等教員養成は初等教育カリキュラムの改定に伴って改革の
途上にあり，新・初等教員養成カリキュラムをもとに，全国の州教員養成校での指導内容の質を向上
させていくことが当面の課題であると考えられる。
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